
1.業務災害と健康保険（保険給付）
　健康保険法 1条では、「労働者又はその被扶養者
の業務災害（労働者災害補償保険法第 7条第 1項
第 1号に規定する業務災害をいう。）以外の疾病、
負傷若しくは死亡又は出産に関して保険給付を行
い」（下線は筆者による）と規定されており、ここ
で言及されている労働者災害補償保険法 7条 1項
1号では、「労働者の業務上の負傷、疾病、傷害又
は死亡（以下「業務災害」という。）に関する保険
給付」が労災保険の給付対象であると規定されて
います。以上より、業務災害については健康保険
法が適用される余地がなく、健康保険証を使用す
ることはできません。
2.労災保険への切り替え
　前述より、業務災害について健康保険から受け
た給付があれば、労災保険へ切り替えなければな
りません。労災保険が適用されると、治療費の全
額が保険適用になり、本人の一部負担はなくなり
ます。この切り替えについて実務上の調整方法と
しては、社員が誤って業務災害に健康保険証を使
用した事実が判明した時点で、まず受診した病院
に、健康保険から労災保険への切り替えができる
かどうかを確認します。確認後の対応は、［図表］

のとおりです。
　病院への切り替え可否の確認に関しては、速や
かに行うことが注意点として挙げられます。例え
ば、受診した病院が労災指定病院であったとして
も、健康保険証を使用した日から一定の時間が経
過してしまうと、レセプト（診療報酬明細書）の
締め日の関係上、切り替えできない可能性がある
ためです。
　また、治療が続く場合には、たとえこれまで健
康保険証を使用してきたとしても、業務災害であ
ることを今後は必ず病院に伝え、以降は健康保険
証を使用せず、労災保険からの給付を受けるよう
にすることも重要です。
3.労働基準監督署と保険者間の調整（通達）
　従来、「健康保険の給付を受けていた労働者に対
する労災保険給付の取扱について」（昭29. 8.23　
基災発116）によって、先に保険者（協会けんぽま
たは健康保険組合）へ給付額を全額返還し、その
後労働基準監督署へ労災保険給付の請求を行うこ
とで給付を受けることが原則とされていました。
しかしながら、労災認定された傷病等に対し、過
去に給付を行った保険者への給付の返還に係る被
災労働者等の負担軽減を図るため、平成29年 2 月
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1 日に「労災認定された傷病等に対して労災保険
以外から給付等を受けていた場合における保険者
等との調整について」（平29. 2. 1　基補発0201第
1 ）が発出され、保険者への返還を要する金額相
当分の労災保険給付の受領について、当該被災労
働者等から保険者に委任する旨の申し出があり、
健康保険等の返還通知書等を添えて労災請求が
あった場合に限り、保険者から示された金融機関
の口座に、療養の費用の振り込みを行う方法によ
り調整を行って差し支えないこととなりました。
つまり、業務災害であるのに被保険者が誤って健
康保険証を使用して健康保険からの給付を受けた
場合、保険者に対していったん全額自己負担をし
た後に労災保険給付を請求するのではなく、労働
基準監督署から受けることとなる療養の費用を直
接保険者へ振り込んでもらうことで、本人が自己
負担することなく調整をしてもらうことが可能に
なったのです。なお、調整が可能な健康保険から
の給付は、療養の給付等、現物給付に限るとされ
ています。
　通達では「労災認定された傷病等に対し」とさ

れていますので、この方法による切り替えは労災
認定を受けていることが前提となります。一例を
挙げると、けがをして二つの病院で受診したとき
に、A病院では労災保険の様式第 5号（療養補償
給付たる療養の給付請求書 業務災害用）を提出
し、B病院では健康保険証を使用し、A病院での
労災認定がされた後にB病院で受けた健康保険給
付を労災保険へ切り替える、といった場合が考え
られます。けがをした本人が業務災害か否か判断
がつきかねる場合に、このような事態が起きるこ
とが推測されます。
　被災労働者がするべきこととしては、まず労働
基準監督署へ健康保険証を使用してしまったこと
を伝え、保険者への振り込みを希望している旨申
し出ます。誌幅の関係上、労働基準監督署と保険
者間のやりとりについては述べませんが、その後、
前掲通達に指示があるように、労災保険の様式第
7 号（療養補償給付たる療養の費用請求書 業務
災害用）に、保険者から届く「返還通知書等」と
委任状を添付して請求します。

図表  �業務災害または通勤災害であるにもかかわらず、誤って健康保険で病院にかかってしまった場合の手続き

資料出所：厚生労働省「お仕事でのケガには、労災保険！」

受診した病院に、健康保険から労災保険への切り替えができるかどうかを確認してください。

労災保険の様式第 5号または様式第16号の 3の
請求書を受診した病院に提出してください。

全国健康保険協会へ業務災害または通勤災害である旨を申し出てください。負傷原因報告書を記入して提
出していただきます（※ 1）。

全国健康保険協会から医療費返納の通知と納付書が届きますので、お近くの金融機関で返納金をお支払い
ください（※ 2）。

返納金の領収書と病院に支払った窓口一部負担金の領収書を添えて、労災保険の様式第 7号または第16号
の 5を記入の上、労働基準監督署へ医療費の請求をしていただきます（※ 3）。

※ 1　外傷性のケガの場合は、全国健康保険協会で業務上かどうかを判断するため、申し出がない場合でも負傷原因報告
書の記入をお願いすることがあります。

※ 2　医療機関から診療報酬明細書（レセプト）が全国健康保険協会に届くまでに 2～ 3カ月程度かかるため、納付書が
送付されるまでに時間がかかることがあります。

※ 3　労災請求の際にレセプトの写しが必要になる場合があります。請求の際に労働基準監督署にご確認ください。

いったん、医療費の全額を自己負担した上
で、労災保険に請求していただきます。

病院の窓口で支払った金額が返還されます。

できない場合 できる場合
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